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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的
流行は、企業にも前例のない規模の影響を与えていま
す。予期していなかった企業活動の停止や制限は、多
くの企業の売上やサプライチェーンを始めとする各
分野に多大な影響を与えました。COVID-19に応急的
に対応していく中で、多くの企業で今までは目立たな
かった課題が顕在化しました。
感染拡大に伴う出社の自粛などに対応し、リモート
ワークの必要性に気付いた企業は多いのではないで
しょうか。しかし、現状では十分に対応できたといえ
る企業は例外的だといえます。リモートワークの前提
となる、ノートPCの対象者への貸与と社内イントラ
ネットへの接続環境、ペーパーレスや電子契約への移
行も発展途上なケースが多いからです。結果として、多
くの企業では、出社せざるを得なかった従業員の健康
面・安全面での不安や、決算・会計監査・開示の遅れ
につながりました。
財務面では、子会社ごとに資金管理がされる一方で、
子会社の運転資金の状態を本社サイドで適時に把握で
きないケースでは緊急時の資金繰りに問題が生じ、子
会社の資金が枯渇するなど、グローバルでの資金管理
面の課題が顕在化した企業も多くあるのではないで
しょうか。
業績予測の面では、COVID-19による将来の影響を
織り込むことが難しく、3月決算の約400社もの上場
企業が進行期の業績予測の開示を見送ることになりま
した（2020年6月11日時点）。このことは、業績予
測の下方修正の場合と比較しても、投資家からは厳し
い評価を受ける傾向にあり、株価の下落を引き起こし

ました。また、過去実績に対する比較で予算作成するこ
とを重視している企業では、次のアクションプランの
策定に時間がかかり、COVID-19のネガティブな影響
を早期に解消しづらい状況もあるものと思われます。
これらの顕在化した課題は、日本企業のデジタル化
の遅れに大きく関わっているといえます。デジタル技
術導入に積極的な欧米企業においては、これらに柔軟
に対応し、経理財務機能への影響を限定的にとどめる
ことができている事例も少なくありません。

1. デジタル技術の活用（デジタルトランスフォー
メーションの推進）
今回のCOVID-19の感染拡大をきっかけに課題が顕

在化したことで、リモートワークを一例としたデジタ
ル化は徐々に進展し、経理財務部門に次のような変化
をもたらすと考えられます。

Ⅱ　目指すべき経理財務部門の方向性
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▶図1　投入リソースが利用される業務の変化
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＜図1＞のように、取引の処理や記録、定型的な報
告資料・開示情報作成といった業務は、自動化ツール
が一般的となることで縮小してくことが見込まれます。
これらは、ルールベース・反復作業というルーティン
化に最も適した業務といえ、デジタル化によるコスト
削減効果が高いためです。また、財務会計や管理会計
で必要となる資料作成に必要な分析も、さまざまな部
分で自動化が進むとみられています。そのため、見積
りや予測を含む高度な思考が必要とされる部分にのみ
人的リソースを投入することで効率化する余地がある
と考えられます。これらの業務で削減されたリソース
は、グローバル資金管理をはじめとしたグループ・ガ
バナンス、リスクマネジメントの強化、Forecast重
視の業績予測、非財務情報の充実、M&Aやノンコア
事業のアウトソーシング推進といった経営資源配分の
戦略立案に活用していくことが期待されます。もとも
とデジタル化により代替される機能が多いといわれて
いた経理財務部門が、このような方向で進化するのは
必然といえるのでしょう。

2. ビジネスパートナーとしての経理財務部門
COVID-19影響下のような将来の不確実性が高く、前
提が大きく変化する状況では、過去の実績やルールを
基にした経営管理や将来予測では、経営判断を誤らせ
る場合が生じるため、従来型のPDCAループによる経
営管理は見直しが必要となります。VUCA（Volatility

変動・Uncertainty不確実性・Complexity複雑性・
Ambiguity曖昧さ）に示される経済環境の予測困難な
状況においては、その場、その時点における状況把握
と意思決定が重視されるため、PDCAループからデジ
タル技術を取り入れたOODAループへの転換が進むで

しょう（＜図2＞参照）。今後、経理財務部門は、デ
ジタル化による業務の自動化・省人化の進展に伴い、
将来予測や戦略立案等のビジネス領域への関与にシフ
トすることで、CEOや事業責任者の良きビジネスパー
トナーとなることが求められています。

これまで述べた、経理財務部門の現状と将来目指す役
割から、アフター・コロナを見据えた対応策は、＜図3＞
のように現在（NOW）、短期（NEXT）、中長期の将
来的なターゲット（BEYOND）というタイムライン
に分けて考えることができます。直近では資金の確保
や雇用の継続による事業継続が重視されていますが、
その後は、現状の課題を優先度に応じて解決していく
段階になります。そして将来的には、不確実性が高い
環境に柔軟に対応できるように、デジタル技術をフル
活用したForecast重視の経営へシフトしていくと考
えられます。アフター・コロナの時代は、デジタル技
術の活用を通じて事業をより正確に見通すことが可能
となり、今まで以上にCEOや事業責任者の意思決定や
経営行動を支援し、企業価値向上に強く貢献するCFO

組織に変革していく好機であるといえます。

Ⅲ　アフター・コロナを見据えたタイムライン
　　の視点からの考察
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• 外部の基礎データ（生データ）収集

• 固定概念から脱却しファクトベース

• 行動および仮説の検証

• 状況に応じて機動修正

• データに基づく状況理解

• 意思決定に必要な情報への変換

• 論理的・直感的な決定プロセス

• 状況への対応計画の策定

NOW NEXT BEYOND

• 危機管理計画策定とリスクの評価

• 当座の運転資金の確保

• 即効性のある費用の削減

• 投資案件見直し、時期の繰り延べ

• 財務情報開示の対応

• リモートワーク対応のための機材や環境
の確保

• 危機管理計画の見直し

• 業績予測修正とプロセス見直し

• グローバルレベルでの資金管理体制見
直し

• エビデンスやプロセスの電子化

• リモートワーク環境下でのチームマネジ
メントや労務管理方法の整備

• 事業再構築に有用な財務情報の提供

• デジタル技術を活用したリアルタイムな
業績予測モデル活用

• リモートワークに適したツールやプラッ
トフォームと、それに合わせた運用ルー
ル導入

• ノンコア業務のアウトソーシングやシェ
アードサービス利用による効率化

▶図2　OODAループ

▶図3　COVID-19対応で想定されるタイムライン
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